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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １. 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２. 第39期中より中間連結財務諸表を作成しておりますので、それ以前については記載しておりません。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第37期中 第38期中 第39期中 第37期 第38期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (千円) － － 1,692,038 － －

経常利益 (千円) － － 106,890 － －

中間(当期)純利益 (千円) － － 54,874 － －

純資産額 (千円) － － 1,985,564 － －

総資産額 (千円) － － 3,858,579 － －

１株当たり純資産額 (円) － － 1,191.12 － －

１株当たり中間(当期)
純利益

(円) － － 32.91 － －

潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益

(円) － － 32.49 － －

自己資本比率 (％) － － 51.5 － －

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) － － 132,509 － －

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) － － △ 317,288 － －

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) － － 328,525 － －

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(千円) － － 517,191 － －

従業員数 
(ほか、平均臨時 
雇用者数)

(名) － －
82

(149)
－ －



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２. 第37期中及び第37期の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、新株予約権の残高がありま
すが、当社株式は非上場であったため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。 

３. 当社は、平成17年10月１日付で株式１株につき10株の分割を行っております。 
４. 純資産額の算定にあたり、第38期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準
等の適用指針」（企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま
す。 

５. 持分法を適用した場合の投資利益については、第39期中より中間連結財務諸表を作成しておりますので記載
しておりません。また、第38期以前については、関連会社がないため記載しておりません。 

６. 第39期中より中間連結財務諸表を作成しているため、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動による
キャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー、現金及び現金同等物の中間期末残高については
記載しておりません。 

７. 第38期中まで従業員数欄（ ）は、パートタイマーの年間平均雇用人数または中間会計期間平均雇用人数の

みを記載しておりましたが、第38期からパートタイマー及び派遣労働者の年間平均雇用人数または中間会計

期間平均雇用人数を記載しております。 

  

回次 第37期中 第38期中 第39期中 第37期 第38期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (千円) 1,393,040 1,559,882 1,699,509 3,014,368 3,065,205

経常利益 (千円) 158,093 115,911 122,150 387,020 178,020

中間(当期)純利益 (千円) 88,693 68,228 65,082 215,086 103,018

持分法を適用した 
場合の投資利益

(千円) － － － － －

資本金 (千円) 333,600 714,270 729,645 352,350 729,645

発行済株式総数 (株) 135,000 1,712,000 1,753,000 1,400,000 1,753,000

純資産額 (千円) 1,029,276 1,984,623 2,015,759 1,193,057 1,956,966

総資産額 (千円) 2,946,323 3,413,095 3,836,530 3,278,430 3,273,942

１株当たり純資産額 (円) 7,624.27 1,159.26 1,209.24 852.18 1,169.76

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 656.99 43.53 39.04 159.31 62.55

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) － 41.42 38.54 － 60.62

１株当たり配当額 (円) － － － － －

自己資本比率 (％) 34.9 58.1 52.5 36.4 59.8

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △  10,996 △  68,792 － 266,473 46,244

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △ 246,104 △ 120,811 － △ 269,743 △ 256,562

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 200,206 302,056 － 97,912 248,684

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(千円) 180,498 444,595 － 332,091 370,544

従業員数 
(ほか、平均臨時 
雇用者数)

(名)
55
(49)

71
(42)

72  
(149)

63
(48)

71
(122)



２ 【事業の内容】 

当社グループは、株式会社アテクト（当社）及び連結子会社１社（株式会社アテクトコリア）により構成されてお

り、樹脂特性及び生体物質の制御をコア技術として、主に以下の２つの事業を運営しております。 

  

(1) 半導体資材事業：液晶ディスプレイ及びプラズマディスプレイ駆動用ＬＳＩ(注１)、ＩＣカード用ＬＳＩ (注２)と

いった情報電子機器部品の実装に用いられるＴＡＢ(注３)テープやＣＯＦ(注４)テープといったテープ部材の保護

資材である、スペーサーテープ(注５)の製造及び販売を行っております。製品は、原則として直接電子部品メーカ

ーに販売しておりますが、主にアジアに所在する海外の企業に対しては商社を通じて販売しております。 

  

(注１) 液晶ディスプレイ及びプラズマディスプレイ駆動用ＬＳＩ...液晶ディスプレイには、データを表示する

ために、表示すべきデータを電圧の量に変えてＬＣＤを駆動するＬＳＩが用いられます。プラズマディ

スプレイには、色と明るさを表現するために、画面全体に配置された微小な蛍光体部(画素)ひとつひと

つの発光をコントロールするＬＳＩが用いられます。 

(注２) ＩＣカード用ＬＳＩ...データ保存用メモリーやＣＰＵ、非接触通信回路、暗号回路等を組み込んだ専用

ＬＳＩ。 

(注３) ＴＡＢ(Tape Automated Bonding)...テープ状のフィルムにドライバＩＣを連続して装着する方式。主に

大型液晶ディスプレイ及びプラズマディスプレイに使用されます。 

(注４) ＣＯＦ(Chip on Film)...液晶ディスプレイで画素を制御するために用いるドライバＩＣを実装したフィ

ルム状の基板です。フィルムの上に直接集積回路を搭載したものです。 

(注５) スペーサーテープ...ＴＡＢやＣＯＦの製造・搬送工程でのリールに巻かれた製品同士が擦れ合うことを

防止するエンボススペーサーテープ、モールドスペーサーテープ、フラットテープやＴＡＢやＣＯＦの

製造でリーダー(引き出し部)として使用されるリーダーテープなどがあります。 

  

(2) 衛生検査器材事業：使い捨てシャーレ・試験管及び生培地、大腸菌検出用機器等のバイオ・食品・医薬品等の分

野における衛生管理用品を、製造による販売と仕入による販売を行っております。製品及び商品は、原則とし

て、食品メーカー、臨床検査会社、製薬会社、環境試験会社等の顧客に直接販売しておりますが、一部製品につ

いては、販路の一つとして代理店を通じた販売を行っております。 

  



事業の系統図は、次のとおりであります。 

  

 

  



３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １. 従業員数は、就業人員であります。 

２. 従業員数欄の（外書）は、パートタイマー及び派遣労働者の当中間連結会計期間の平均人員であります。 

３. 全社（共通）は、管理部門等の従業員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

                                                    平成19年９月30日現在 

 
(注) １. 従業員数は、就業人員であります。 

２. 従業員数欄の（外書）は、パートタイマー及び派遣労働者の当中間会計期間の平均人員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

半導体資材事業
34

（92）

衛生検査器材事業
16

（45）

全社（共通）
32

（12）

合計
82

（149）

従業員数（名）
72

（149）



第２ 【事業の状況】 

当社グループは、当中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、前中間連結会計期間との比較

分析は行っておりません。 

  

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

株式会社アテクト代表取締役社長の小高得央でございます。今回から、半期報告書において、私が皆様に直接

お話をする形式でご説明させていただきます。皆様に少しでも当社グループの状況をわかりやすくお伝えするに

はどうしたらよいかを上場以来ずっと検討してまいりました。その結果、事実・数値結果はくまなく正確にお伝

えする一方で、よりわかりやすい表現を心がけた文章が、皆様に当社グループのことをご理解いただくことにつ

ながると考えました。色々なご意見があろうかと思いますが、皆様のお声を参考にさせていただき本書内容の充

実に努めますので、ご理解の程何卒よろしくお願い申し上げます。 

さて、当社グループは中国の経済情勢、なかでも消費の動向を注視しております。当社グループの製品販売に

大きく関わる液晶・プラズマテレビ販売は、サブプライム問題で消費動向が不透明とされる米国では弱気な見方

も一部ありますが、中国における個人消費はテレビに限らず目を見張るものがあります。 

当社グループの半導体資材事業業績が、当期の初頭から回復基調にあるのは中国の消費動向と無関係ではない

と感じています。液晶パネルメーカー等の在庫調整一巡後、液晶パネル向けＣＯＦ (注１)・ＴＡＢ (注２)用スペ

ーサーテープ(注３)の需要回復は極めて順調です。特に台湾・韓国市場からの受注が増加しており、半導体資材

事業全体の受注高は半期を通じて前年同期比30％を超える増加となっております。受注金額は６ヶ月間コンスタ

ントに増加しており、平成19年９月末受注残高は２億円を超え、第４四半期に向けて力強い手ごたえを感じてい

るところです。前事業年度は「なんのために作ったんだ」とのお声を頂いた本庄工場（東大阪市）の稼働率も大

きく向上しほっと胸をなでおろしているところです。 

一方、衛生検査器材事業では、以前にも増して、既存のお客様へのよりきめ細やかな対応を心がけました。世

間では「食の安全」に大変注目が集まっております。 

様々な出来事がありましたが、一消費者としても「安全」な「食」が提供され続けることが健康的な生活の最

低条件であると考えております。私どものお客様もこの重要性を痛切にお感じになった半年間ではなかったかと

思います。例えば、中国からの大量の食材が国内に流れ込んでいる現在、当社グループが中国での衛生問題を直

接考えていく事も必要と考えております。 

当社グループ製品の利用価値を訴求した結果、お客様のご理解をいただき毎月70件程度のお客様と新たなご縁

ができました。当社グループにとっては本当に有難いことでございます。お蔭様で納入実績のあるお客様の総数

は9,000社を超えました。 

衛生検査器材事業につきましては、主力商品の一つであるプラスチックシャーレの原材料が原油高の影響を受

け高騰するという逆風があったものの、売上高増加、セグメント別損益管理強化による一部固定費圧縮の効果が

利益に大きく貢献しました。中期経営計画を策定するにあたって、「もの作り」から技術・品質管理、販売を製

品毎に一連の流れで見つめ、問題を共有、さらには損益管理を徹底するという目的で当社グループの事業をビジ

ネスユニットという組織にくくりなおしました。最初はとまどいがあったようにも思いますが、最近の例をとっ

ても半導体資材ビジネスユニットではアテクトコリア立上げ支援、衛生検査器材ビジネスユニットでは生産設備

更新による生産効率向上等今までにない連携効果が出ていると考えております。両ビジネスユニット長にはこれ

からもより一層チームワーク強化に励んで貰いたいと考えています。 

以上の結果、当中間連結会計期間は売上高1,692百万円、営業利益116百万円、経常利益106百万円、中間純利

益54百万円となりすべてが当初予想を上回ることができました。事業の種類別セグメント業績については、半導

体資材事業が、売上高1,042百万円、営業利益108百万円、衛生検査器材事業が、売上高649百万円、営業利益８

百万円です。 

  



(注１) ＣＯＦ(Chip on Film)... 液晶ディスプレイで画素を制御するために用いるドライバＩＣを実装したフ

ィルム状の基板です。フィルムの上に直接集積回路を搭載したものです。 

(注２) ＴＡＢ(Tape Automated Bonding)...テープ状のフィルムにドライバＩＣを連続して装着する方式。主に

大型液晶ディスプレイ及びプラズマディスプレイに使用されます。 

(注３) スペーサーテープ...ＴＡＢやＣＯＦの製造・搬送工程でのリールに巻かれた製品同士が擦れ合うことを

防止するエンボススペーサーテープ、モールドスペーサーテープ、フラットテープやＴＡＢやＣＯＦの

製造でリーダー(引き出し部)として使用されるリーダーテープなどがあります。      

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の中間期末残高は、517百万円となり

ました。 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローは、次のとおりであります。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動の結果獲得した資金は、132百万円となりました。これは主に、税金等調整前中間純利益が105 

百万円、仕入債務の増加額107百万円に対し、売上債権の増加による減少が90百万円あったこと等による 

ものであります。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動の結果使用した資金は、317百万円となりました。これは主に、韓国子会社（株式会社アテク 

トコリア）での有形固定資産の取得による支出が330百万円あったこと等によるものであります。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動の結果獲得した資金は、328百万円となりました。これは主に、設備資金として調達しました、 

長期借入れによる収入が400百万円あったこと等によるものであります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 
(注) １. 金額は、製造原価によっております。 

２. 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 仕入実績 

当中間連結会計期間における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 
(注) １. 金額は、仕入価格によっております。 

２. 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3) 受注実績 

当中間連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 
(注) １. 金額は、販売価格によっております。 

２. 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３. 衛生検査器材事業は受注生産を行っておりませんので、該当事項はございません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(千円)

半導体資材事業 731,419

衛生検査器材事業 327,163

合計 1,058,582

事業の種類別セグメントの名称 仕入高(千円)

半導体資材事業 5,926

衛生検査器材事業 111,901

合計 117,828

 

事業の種類別セグメントの名称
受注高
(千円)

受注残高 
(千円)

半導体資材事業 1,232,568 245,704

衛生検査器材事業 － －

合計 1,232,568 245,704



(4) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 
(注) １. 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２. 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

 
  

３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた

課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円)

半導体資材事業 1,042,549

衛生検査器材事業 649,488

合計 1,692,038

相手先

当中間連結会計期間

販売高
(千円)

割合 
(％)

㈱エム・シー・エス 233,522 13.8



５ 【研究開発活動】 

さて、今からは研究開発にかかるお話をいたしましょう。平成19年10月23日に「分子鋳型を用いたＡＴＰセンサー

に関するお知らせ」を、平成19年11月26日に「導電性高分子ポリチオフェンを用いた導電性塗料の開発について」

を、それぞれ最近の研究開発内容として発表させていただきました。発表内容を中心に私たちの研究開発活動を大き

く４つに分けてご報告いたします。 

  

1. 導電性塗料用材料の開発 

半導体の工程において静電気の発生による半導体の破損は大きな問題であります。 

当社グループの主力製品であるスペーサーテープも導電性塗料をコーティングし、この静電気を逃がしてやるこ

とでお客様の製品を保護しています。この導電性塗料にいくつかの種類があり、以前は塗料の中に導電性のあるカ

ーボン粉末を混ぜたものを使用しておりました。 

このカーボンの粉末は、塗料から脱落してお客様の製品に付着したとき、お客様製品の微細な配線の間に入り込

み、本来電気的につながっていないはずの配線同士をつないでしまう、つまりショートさせてしまうという不具合

を起こす懸念がありました。 

これはカーボンの粉末の特性上、均一に分散させたつもりでも実際には凝集を起こして大きな粒子を作り、局部

的に金属並に電気を通してしまうことがあるからです。 

この問題を解決するために、私たちは電気を流す性質をもつ高分子（ポリマー）をカーボンに代わる塗料用材料

として採用しました。その一つがポリピロールと呼ばれる導電性ポリマーで、独自の技術で塗料に混ぜ、必要な導

電性を得ると同時に脱落してもお客様の製品の配線をショートさせないという製品を作り上げました。導電性ポリ

マーにもいくつもの種類があり、ポリピロールの他にポリチオフェンというポリマーを塗料にする技術の蓄積も進

み、お客さまからのさまざまなご要望に対応できる準備が整ったところです。さらに耐熱性を持たせてることで、

既に販売している耐熱性スペーサーテープを高機能化することに向けての開発を進めています。 

また、これまでに確立されたポリピロールの数十ナノメートルにシャープな粒子径分布を持つポリピロール分散

スラリーの製造方法を、ポリピロール以外の導電性ポリマーに適用することも検討しております。 

  

 2. 分子鋳型を用いたＡＴＰセンサーの開発 

ＡＴＰ（アデノシン三リン酸）とは、動物・植物・微生物を問わず、生命活動の基本となるエネルギー源物質の

ことをいいます。 

ＡＴＰが存在することがそのまま生命活動の存在を意味するということができる物質でもあります。当社グルー

プは、半導体資材用材料の開発で培ったナノ技術と生化学的な技術を融合させこのＡＴＰの存在を簡便かつ安価に

測定する技術の開発に取り組んでまいりました。 その成果が平成19年10月25日の「分子鋳型を用いたＡＴＰセンサ

ーに関するお知らせ」というプレスリリースであります。この技術を食品の衛生管理という私たちが得意とする分

野に応用し、食品加工現場のＡＴＰを測定することで、その現場が衛生的に洗浄されているかどうかということの

確認が可能となります。 

つまり、洗浄したはずの調理台などの表面にＡＴＰが存在しているということは、そこに生物に由来する物質が

存在している、ということを意味いたします。 

もう少し噛み砕いた言い方をすれば、以前に調理した食肉の破片などが十分に洗い流されていない、ということ

がわかるのです。このＡＴＰセンサーの原理は、マイナス電気を帯びたイオンを検知するというところにあり、Ａ

ＴＰのみならず広く陰イオンのセンサーとして活用していくことが可能でもあります。今後も、大学との共同研究

により感度を高めたり、実用的な計測機器の開発を進める予定であります。 

  

3. 薬物代謝評価系の開発 

申しあげるまでもなく医学は日々進歩しこれに伴って新しい医薬品が次々と開発されております。当社グループ

では新しい医薬品の候補物質が人間の体内でどのように代謝されていくのかを効果的に測定する薬物代謝評価系の

開発に、中長期的な視野に立った研究開発テーマとして取り組んでおります。大学との共同研究であるマイクロリ

アクターを利用した薬物代謝や毒性を評価するシステムがその代表例であります。 

  



4. その他 

この他にも「食」の「安全」に着目した製品開発を進めております。昨年度開発した食中毒菌検出時間を短縮可

能としかつ検査後の廃棄物の量を削減できる「シリンジ培地」(仮称)につきましては、お客様によるサンプル評価

をいただきご意見を頂戴する段階にまいりました。  

今後更なる改良に取り組んでおります。また増殖が遅いことから現時点ではその検出が困難なレジオネラ菌およ

び現行の培地法では反応が判定しにくい黄色ブドウ球菌などの増殖特性や生理学特性に関する制御因子についても

遺伝学的な方面から検討を行なっております。 

  

以上が主な研究内容であります。これら技術が実用化され、社会の様々な場面でお役に立っています、という報

告が一日も早く皆様にお伝えできるよう鋭意開発活動を続けてまいります。 

  

上記の当中間連結会計期間における研究開発費は、31,286千円であります。 

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備計画の変更 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末において計画中であった設備の計画に重要な変更はありませ

ん。 

  

(2) 重要な設備計画の完了 

前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものは、次のとおりでありま

す。 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 重要な設備の新設等 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等はありません。 

  

(4) 重要な設備の除却等 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却等はありません。 

  

  

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメント 

の名称
設備の内容 投資額 完了年月

完成後の 
増加能力

提出会社
本社工場 

(大阪府東大阪市)
衛生検査器材事業 製造設備増設 26,500千円 平成19年９月 生産能力向上



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) 提出日現在の発行数には、平成19年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は、含まれておりません。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりでありま

す。 

＜第二回新株予約権＞ 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 5,400,000

計 5,400,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月21日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 1,753,000 1,753,000
ジャスダック証券
取引所

－

計 1,753,000 1,753,000 － －

株主総会の特別決議日(平成16年２月25日)

中間会計期間末現在
(平成19年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日)

新株予約権の数(個) 490 同  左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同  左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 49,000 同  左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 750 同  左

新株予約権の行使期間
平成18年２月26日～
平成26年２月25日

同  左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格  750
資本組入額 375

同  左

新株予約権の行使の条件 (注１) 同  左

新株予約権の譲渡に関する事項
本新株予約権を譲渡するにあ
たっては当社取締役会の承認
を要するものとする。

同  左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―



(注１) 新株予約権者は、権利行使時において、会社又は関係会社の取締役、監査役、顧問もしくは従業員の地位にあ

ることを要します。その他の条件については、定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約

権の割当を受けたものとの間で締結する「新株予約権割当契約書」に定めるものといたします。 

新株予約権の相続はこれを認めません。 

各新株予約権の質入その他一切の処分は認めないものといたします。 

当社が新株予約権の発行日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により未行使の新株

予約権の目的たる株式の数につき調整を行い、調整により生じる１株未満の株式は切り捨てます。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

また、当社が合併する場合、株式交換を行う場合、会社分割を行う場合、その他必要と認められる場合に

は、取締役会の決議をもって適当と認める新株予約権の目的たる株式数の調整を行います。 

新株予約権の発行日以降、当社が時価を下回る価額をもって株式の発行又は自己株式の処分を行う場合(時

価発行として行う公募増資、新株予約権付社債又は平成14年４月１日改正前の旧商法第280条ノ19に定める新

株引受権の行使によるもの、並びに合併、株式交換及び会社分割に伴うものを除く)には、次の算式により払

込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。調整後の払込金額は、株主割当日がある

ときはその日、それ以外のときは払込期日の翌日以降に適用いたします。 

 
なお、上記の算式において「既発行株式数」とは、調整後の払込金額が適用される前日における当社の発行

済株式総数から同日における当社の保有する自己株式の総数を控除した数とし、自己株式を処分する場合に

は、「新発行株式数」を「処分する自己株式数」に、「１株当たり発行価額」を「１株当たり譲渡価格」に、

それぞれ読み替えます。 

また、新株予約権の発行日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を

調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。 

 
以上のほか、当社が合併する場合、株式交換を行う場合、会社分割を行う場合、その他必要と認められる場

合には、取締役会の決議をもって適当と認める払込金額の調整を行います。 

  

＜第三回新株予約権＞ 
  

 

調整後行使価額

 

＝

 

調整前行使価額

 

×

既発行株式数 ＋
新発行株式数×１株当たり払込金額

１株当たり時価

既発行株式数＋新発行株式数

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

株主総会の特別決議日(平成17年６月24日)

中間会計期間末現在
(平成19年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日)

新株予約権の数(個) 395 同  左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同  左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 39,500 同  左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1,000 同  左

新株予約権の行使期間
平成19年６月25日～
平成27年６月24日

同  左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格  1,000
資本組入額  500

同  左

新株予約権の行使の条件 (注１) 同  左

新株予約権の譲渡に関する事項
本新株予約権を譲渡するにあ
たっては当社取締役会の承認
を要するものとする。

同  左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―



(注１) 新株予約権者は、権利行使時において、会社又は関係会社の取締役、監査役、顧問もしくは従業員の地位にあ

ることを要します。その他の条件については、定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約

権の割当を受けたものとの間で締結する「新株予約権割当契約書」に定めるものといたします。 

新株予約権の相続はこれを認めません。 

各新株予約権の質入その他一切の処分は認めないものといたします。 

当社が新株予約権の発行日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により未行使の新株

予約権の目的たる株式の数につき調整を行い、調整により生じる１株未満の株式は切り捨てます。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

また、当社が合併する場合、株式交換を行う場合、会社分割を行う場合、その他必要と認められる場合に

は、取締役会の決議をもって適当と認める新株予約権の目的たる株式数の調整を行います。 

新株予約権の発行日以降、当社が時価を下回る価額をもって株式の発行又は自己株式の処分を行う場合(時

価発行として行う公募増資、新株予約権付社債又は平成14年４月１日改正前の旧商法第280条ノ19に定める新

株引受権の行使によるもの、並びに合併、株式交換及び会社分割に伴うものを除く)には、次の算式により払

込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。調整後の払込金額は、株主割当日がある

ときはその日、それ以外のときは払込期日の翌日以降に適用いたします。 

 
なお、上記の算式において「既発行株式数」とは、調整後の払込金額が適用される前日における当社の発行

済株式総数から同日における当社の保有する自己株式の総数を控除した数とし、自己株式を処分する場合に

は、「新発行株式数」を「処分する自己株式数」に、「１株当たり発行価額」を「１株当たり譲渡価格」に、

それぞれ読み替えます。 

また、新株予約権の発行日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を

調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。 

 
以上のほか、当社が合併する場合、株式交換を行う場合、会社分割を行う場合、その他必要と認められる場

合には、取締役会の決議をもって適当と認める払込金額の調整を行います。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

 

調整後行使価額

 

＝

 

調整前行使価額

 

×

既発行株式数 ＋
新発行株式数×１株当たり払込金額

１株当たり時価

既発行株式数＋新発行株式数

調整後行使価額 ＝調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成19年９月30日 ― 1,753,000 ― 729,645 ― 649,645



(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

 
(注)１．上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

 
２．上記のほか当社所有の自己株式86,029株（4.90％）があります。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)
発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

小髙 得央 兵庫県芦屋市 821,500 46.86

エイチエスビーシーバンクピー
エルシーアカウントアトランテ
ィスジャパングロースファンド

東京都中央区日本橋３丁目11番１号
（常代）香港上海銀行東京支店

74,600 4.25

みずほキャピタル株式会社 東京都中央区日本橋兜町４番３号 56,100 3.20

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８番11号 52,600 3.00

エイチエスビーシーファンドサ
ービシィズクライアンツアカウ
ウント５００ピー

東京都中央区日本橋３丁目11番１号
（常代）香港上海銀行東京支店

46,700 2.66

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 30,000 1.71

三井物産プラスチックス関西株
式会社

大阪府大阪市北区中之島２丁目３番33号 30,000 1.71

三菱商事プラスチック株式会社 東京都品川区西五反田１丁目27番２号 30,000 1.71

ビーエヌワイエルフオーアイエ
ヌジールクセンブルグエスエー

東京都千代田区丸の内２丁目７番１号
決済事業部 
（常代）株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行

24,100 1.37

磯野  正美 神奈川県厚木市 20,400 1.16

計 － 1,186,000 67.65

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 52,600株



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,600株（議決権16個）含ま

れております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

 
(注) 株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式 86,000
― ―

完全議決権株式（その他）
 
普通株式 1,666,900 16,669 ―

単元未満株式
 
普通株式 100 ― ―

発行済株式総数 1,753,000 ― ―

総株主の議決権 ― 16,669 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社アテクト

大阪府東大阪市角田二丁目
１番36号

86,000 ― 86,000 4.90

計 ― 86,000 ― 86,000 4.90

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

高(円) 1,080 1,149 1,366 1,349 1,240 1,190

低(円) 922 970 1,069 1,080 1,158 980



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正前の中間財務諸表等規則に基づき、

当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成して

おります。 

  

(3) 当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、中間連結財務諸表の作成初年度であるた

め、以下に掲げる中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッ

シュ・フロー計算書については前中間連結会計期間及び前連結会計年度との対比は行っておりません。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の

中間財務諸表については、みすず監査法人により中間監査を受け、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づ

き、当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成19年４月１日から平

成19年９月30日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表については、あずさ監査法人により中間監査を受けており

ます。 

 なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。 

第38期中間会計期間の中間財務諸表                       みすず監査法人 

第39期中間連結会計期間の中間連結財務諸表及び第39期中間会計期間の中間財務諸表 あずさ監査法人 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比 
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １. 現金及び預金 518,391

 ２. 受取手形及び売掛金 ※４ 680,483

 ３. たな卸資産 373,353

 ４. 未収消費税等 29,943

 ５. 繰延税金資産 18,664

 ６. その他 21,573

     貸倒引当金 △   680

   流動資産合計 1,641,729 42.5

Ⅱ 固定資産

 １. 有形固定資産 ※１

  (1) 建物及び構築物 ※２ 601,817

  (2) 機械装置及び運搬具 221,505

  (3) 土地 ※２ 918,094

  (4) 建設仮勘定 235,801

  (5) その他 49,410

   有形固定資産合計 2,026,629 52.5

 ２. 無形固定資産 40,494 1.1

 ３. 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 1,827

  (2) 繰延税金資産 41,009

  (3) その他 107,808

      貸倒引当金 △   917

   投資その他の資産合計 149,727 3.9

   固定資産合計 2,216,850 57.5

   資産合計 3,858,579 100.0



当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比 
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １. 支払手形及び買掛金 ※４ 639,645

 ２. 短期借入金 ※２ 350,000

 ３.  一年以内返済予定長期 
       借入金

※２ 310,249

 ４. 一年以内償還予定社債 20,000

  ５. 未払金 127,973

 ６. 未払法人税等 45,828

 ７. 賞与引当金 24,008

 ８. 設備関係支払手形 ※４ 41,746

 ９. その他 31,883

   流動負債合計 1,591,333 41.2

Ⅱ 固定負債

 １. 長期借入金 ※２ 261,722

 ２. その他 19,959

   固定負債合計 281,681 7.3

   負債合計 1,873,015 48.5

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １. 資本金 729,645 18.9

 ２. 資本剰余金 649,645 16.8

 ３. 利益剰余金 718,539 18.6

 ４. 自己株式 △ 99,383 △ 2.5

   株主資本合計 1,998,445 51.8

Ⅱ 評価・換算差額等

 １. その他有価証券評価 
    差額金

288 0.0

 ２. 為替換算調整勘定 △ 13,168 △ 0.3

   評価・換算差額等合計 △ 12,880 △ 0.3

   純資産合計 1,985,564 51.5

   負債純資産合計 3,858,579 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

 
  

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比 
(％)

Ⅰ 売上高 1,692,038 100.0

Ⅱ 売上原価 1,161,222 68.6

売上総利益 530,815 31.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 413,844 24.5

営業利益 116,971 6.9

Ⅳ 営業外収益

 １. 為替差益  2,224

 ２. 法人税等還付加算金 1,073

 ３. その他 
1,682 4,981 0.3

Ⅴ 営業外費用

 １. 支払利息 5,355

 ２. 株式交付費 2,551

 ３. 開業費 4,367

 ４. たな卸資産廃棄損 1,774

 ５. その他 1,012 15,061 0.9

      経常利益 106,890 6.3

Ⅵ 特別損失

 １. 減損損失 ※３ 981

 ２. 固定資産除却損 ※２ 282 1,264 0.1

税金等調整前中間純利益 105,626 6.2

法人税、住民税及び
事業税

41,007

法人税等調整額 9,745 50,752 3.0

中間純利益 54,874 3.2



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

(単位：千円) 

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高 729,645 649,645 663,665 △ 93,130 1,949,824

中間連結会計期間中の変動額

 中間純利益 － － 54,874 － 54,874

 自己株式の取得 － － － △  6,253 △  6,253

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

－ － － － －

中間連結会計期間中の変動額合計 － － 54,874 △  6,253 48,620

平成19年９月30日残高 729,645 649,645 718,539 △ 99,383 1,998,445

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

為替換算 
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高 323 26 349 1,950,174

中間連結会計期間中の変動額

 中間純利益 － － － 54,874

 自己株式の取得 － － － △  6,253

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△    35 △ 13,194 △ 13,230 △ 13,230

中間連結会計期間中の変動額合計 △    35 △ 13,194 △ 13,230 35,390

平成19年９月30日残高 288 △ 13,168 △ 12,880 1,985,564



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 １. 税金等調整前中間純利益 105,626

 ２. 減価償却費 57,573

 ３．貸倒引当金の減少額 △     135

 ４．賞与引当金の減少額  △     497

 ５. 受取利息及び受取配当金 △     481

 ６．支払利息  5,355

 ７．固定資産除却損 282

 ８．減損損失 981

 ９. 売上債権の増加額 △  90,286

 10. たな卸資産の増加額 △  42,467

 11. 仕入債務の増加額 107,923

 12. 未収消費税等の増加額 △  29,943

 13. 未払消費税等の減少額 △   6,686

 14. その他 △   5,087

    小計 102,157

 15. 利息及び配当金の受取額 481

 16. 利息の支払額 △   6,165

 17. 法人税等の還付額 38,536

 18. 法人税等の支払額 △   2,500

   営業活動によるキャッシュ・フロー 132,509

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 １. 定期預金の預入による支出 △   2,400

 ２. 定期預金の払戻による収入 4,800

 ３. 有形固定資産の取得による支出 △ 330,015

 ４. 差入保証金の支払による支出 △   8,777

 ５. 差入保証金の返還による収入 19,104

   投資活動によるキャッシュ・フロー △ 317,288



 

  

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 １. 短期借入れによる収入 200,000

 ２. 短期借入金の返済による支出 △ 150,000

 ３. 長期借入れによる収入 400,000

 ４. 長期借入金の返済による支出 △ 105,157

 ５. 社債の償還による支出 △  10,000

 ６. 自己株式の取得による支出 △   6,317

   財務活動によるキャッシュ・フロー 328,525

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △   1,993

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 141,752

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 375,438

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 517,191



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

１． 連結の範囲に関する事項  

 (1) 連結子会社の数 １社 

      連結子会社の名称 

        ㈱アテクトコリア 

  (2）非連結子会社名 

        該当事項はありません。   

２． 持分法の適用に関する事項  

       該当事項はありません。   

３． 連結子会社の中間決算日等に関する事項  

       連結子会社の中間決算日と中間連結決算日は一致しております。   

４． 会計処理基準に関する事項  

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

    ① 有価証券 

      その他有価証券 

        時価のあるもの 

        中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により 

      処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

    ② デリバティブ 

        時価法 

    ③ たな卸資産 

      商品・製品・原材料・仕掛品 

        移動平均法による原価法 

      貯蔵品 

         終仕入原価法   

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

    ① 有形固定資産 

      定率法 

      ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）は定額法を 

    採用しております。 

      なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

          建物           10年～39年 

          機械及び装置   ２年～８年 

  （会計方針の変更） 

   法人税法の改正((所得税法等の一部を改正する法律 平成19年３月30日 法律第６号) 

  及び(法人税法施行令の一部を改正する政令 平成19年３月30日 政令第83号))に伴い、 

  当中間連結会計期間より、平成19年４月１日以降に取得したもの(金型を除く。)につい 

  ては、改正後の法人税法に基づく方法に変更しております。 

   この変更に伴う売上総利益、営業利益、経常利益、税金等調整前中間純利益及び中間 

  純利益に与える影響は軽微であります。  

  （追加情報） 

   当中間連結会計期間より、平成19年３月31日以前に取得したものについては、償却 

  可能限度額まで償却が終了した翌年から５年間で均等償却する方法によっております。 

      この変更に伴う売上総利益、営業利益、経常利益、税金等調整前中間純利益及び中間 

  純利益に与える影響は軽微であります。 

 



  

 
  

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

   ② 無形固定資産 

      定額法 

      なお、自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能期間（５年）に基づ 

    く定額法を採用しております。     

   ③ 長期前払費用 

      均等償却          

 (3) 重要な繰延資産の処理方法 

    ① 株式交付費 

      支払時全額費用処理 

    ② 開業費 

      支払時全額費用処理      

 (4) 重要な外貨建資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

      外貨建金銭債権債務は、中間連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差 

    額は損益として処理しております。なお、在外子会社の資産及び負債は、中間連結決算 

    日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算 

    し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めております。

 (5) 重要な引当金の計上基準 

    ① 貸倒引当金 

      債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒 

    懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し 

    ております。 

    ② 賞与引当金 

      従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。    

 (6) 重要なリース取引の処理方法 

      リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース 

    取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

 (7) 重要なヘッジ会計の方法 

    ① ヘッジ会計の方法 

      金利スワップについては、特例処理の要件を満たしておりますので、特例処理を採用 

    しております。 

    ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

      ヘッジ手段：金利スワップ 

      ヘッジ対象：借入金 

    ③ ヘッジ方針 

      ヘッジ取引は、資金調達における金利の急激な変動が損益に与える影響を軽減化する 

    ことを目的に行うことを基本方針としております。 

    ④ ヘッジ有効性評価の方法 

      特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。

 (8) その他中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

    消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。  

５． 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲  

      手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動に 

    ついて僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資 

     からなっております。



注記事項 

  

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日）

 

 

 

※１. 有形固定資産の減価償却累計額  

            525,937千円 

 

※２. 担保資産 

   (1) 担保提供資産

建物及び構築物 364,883千円

土地 910,853千円

計 1,275,736千円

  (2) 担保提供資産に対する債務

短期借入金 150,000千円

１年以内返済 
予定長期借入金 143,635千円

長期借入金 186,637千円

計 480,272千円

  ３．  当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行６行と当座貸越契約及び貸出 
       コミットメント契約を締結しております。これらの契約に基づく当中間連結会計期間 
       末の借入未実行残高は次のとおりであります。

当座貸越極度額
及び貸出コミッ
トメントの総額 1,000,000千円

借入実行残高 350,000千円

差引額 650,000千円

※４.   中間連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理 
   しております。なお、当中間連結会計期間の末日は金融機関の休日であったため、 
   次の満期手形が中間連結会計期間末日残高に含まれております。

 

受取手形 1,753千円

支払手形 96,711千円

設備関係支払手形 4,118千円



(中間連結損益計算書関係) 

  
当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

※１. 販売費及び一般管理費の主なもの

役員報酬 34,589千円

給料手当 102,676千円

賞与引当金繰入額 13,214千円

荷造運賃発送費 67,103千円

 

 

※２. 固定資産除却損の内訳

機械装置及び運搬具 282千円

※３. 減損損失 

      当中間連結会計期間において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失 

      を計上しました。

用途 種類 場所 減損損失

遊休資産 土地 三重県亀山市関町 204千円

遊休資産 土地 和歌山県西牟婁郡白浜町 777千円

     当社は、継続的に損益の把握を行っている管理会計上の区分の資産及び重要な遊休 

      資産にグループ化して減損の検討を行っております。その結果、遊休資産について 

   は、近年の地価が下落しているため、当該資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し 

   当該減少額を減損損失981千円として特別損失に計上しております。その内訳は、土地 

   981千円であります。 

     なお、上記資産の回収可能価額は、正味売却価額を使用しており、資産の重要性を 

   勘案し固定資産税評価額を合理的に調整した価格により評価しております。



次へ 

(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 自己株式の取得による増加  6,000株 

  
３ 新株予約権等に関する事項 

  該当事項はありません。 
  

４ 配当に関する事項 

   該当事項はありません。 

  
  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 1,753,000 ― ― 1,753,000

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 80,029 6,000 ― 86,029

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
 至 平成19年９月30日)

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に 

掲記されている科目の金額との関係 

                （平成19年９月30日現在）

 

現金及び預金勘定 518,391千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △1,200千円

現金及び現金同等物 517,191千円



次へ 

(リース取引関係) 

  

 
  

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

（借主側） 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び 

  中間期末残高相当額 

 

取得価額 
相当額 

 
(千円)

減価償却
累計額 
相当額 
(千円)

減損損失
累計額 
相当額 
(千円)

中間期末
残高 
相当額 
(千円)

建物及び構築物 15,000 7,222 － 7,777

機械装置及び 
運搬具

404,526 173,821 － 230,705

工具器具及び備品 
( 有 形 固 定 資 産
「その他」)

4,400 3,226 － 1,173

ソフトウェア 
(無形固定資産)

4,000 3,040 － 960

合計 427,926 187,310 － 240,616

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額及びリース資産減損勘定の残高 

    未経過リース料中間期末残高相当額

 

 

１年以内 87,962千円

１年超 157,878千円

合計 245,840千円

   リース資産減損勘定の残高  － 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額 

  及び減損損失  

支払リース料 41,154千円

リース資産減損 
勘定の取崩額

－

減価償却費相当額 38,109千円

支払利息相当額 3,198千円

減損損失 －

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

(5) 利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への 

  配分方法については、利息法によっております。



前へ 

(有価証券関係) 

当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

    その他有価証券で時価のあるもの 

 
(注) 表中の「取得原価」は、減損処理後の帳簿価額であります。なお、当中間連結会計期間において20千円の減損

処理を行っております。 

  

(デリバティブ取引関係) 

当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

 該当事項はありません。 

当社は金利スワップを利用しておりますが、特例処理を適用しているため開示の対象から除いております。 

  

(ストック・オプション等関係) 

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

 該当事項はありません。 

  

区分
取得原価 
(千円)

中間連結貸借
対照表計上額(千円)

差額 
(千円)

株式 1,341 1,827 485



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
(注) １ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各区分の主な製品 

(1) 半導体資材事業・・・・・スペーサーテープ（液晶テレビ、プラズマテレビ等の駆動用ＬＳＩなどの保護 

                             資材）の製造・販売 

(2) 衛生検査器材事業・・・・シャーレ、培地・試薬等、食品企業、医薬品企業の衛生検査用品の製造・販売 

                             及び仕入・販売 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に配賦不能営業費用はありません。 

  

【所在地別セグメント情報】 

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、いずれも90％を超えるため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

  

(企業結合等関係) 

 該当事項はありません。 

  

  

  

半導体資材 
事業(千円)

衛生検査器材
事業(千円)

計(千円)
消去又は
全社(千円)

連結(千円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

1,042,549 649,488 1,692,038 ― 1,692,038

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

─ ─ ─ ─  ―

計 1,042,549 649,488 1,692,038 ─  1,692,038

営業費用 934,140 640,926 1,575,066 ─  1,575,066

営業利益 108,408 8,562 116,971 ─  116,971



(１株当たり情報) 
  

 
(注) 算定上の基礎 

   １．１株当たり純資産額 

 
   ２. １株当たり中間純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間純利益 

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

１株当たり純資産額 1,191円12銭

１株当たり中間純利益 32円91銭

潜在株式調整後１株当たり中間純利益 32円49銭

項目
当中間連結会計期間
(平成19年９月30日末)

中間連結貸借対照表の純資産の部の合計額 (千円) 1,985,564

普通株式に係る純資産額 (千円) 1,985,564

差額の主な内訳  (千円) －

普通株式の発行済株式数 (株) 1,753,000

普通株式の自己株式数 (株) 86,029

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数

(株) 1,666,971

項目
当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

中間純利益 (千円) 54,874

普通株主に帰属しない金額 (千円) －

普通株式に係る中間純利益 (千円) 54,874

普通株式の期中平均株式数 (株) 1,667,172

中間純利益調整額 (千円) －

潜在株式調整後１株当たり中間純利益の
算定に用いられた普通株式増加数の主要な
内訳 
  新株予約権

(株) 21,555

普通株式増加数  (株) 21,555

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり中間純利益の算定に含まれなかった潜在株式の
概要

－



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １. 現金及び預金 445,795 425,567 374,144

 ２. 受取手形 ※４ 160,649 13,682 106,091

 ３. 売掛金 559,183 674,457 482,680

 ４. たな卸資産 360,944 362,428 330,259

 ５. 繰延税金資産 15,254 18,545 15,252

 ６. 未収法人税等 － － 40,776

 ７. その他 ※５ 19,175 79,312 19,557

   貸倒引当金 △ 719 △ 744 △ 590

   流動資産合計 1,560,284 45.7 1,573,250 41.0 1,368,171 41.8

Ⅱ 固定資産

 １. 有形固定資産 ※１

  (1) 建物 ※２ 576,175 593,242 575,383

  (2) 機械及び装置 61,728 113,399 122,889

  (3) 土地 ※２ 919,076 918,094 919,076

  (4) その他 79,325 64,385 70,276

   有形固定資産合計 1,636,305 1,689,121 1,687,625

 ２. 無形固定資産 47,197 40,494 45,148

 ３. 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 2,137 1,827 1,907

  (2) 関係会社株式 － 386,277 6,385

  (3) 繰延税金資産 63,866 44,399 54,142

  (4) 保険積立金 17,605 17,605 17,605

  (5) 差入保証金 79,040 72,548 87,615

  (6) その他 7,697 11,925 6,484

    貸倒引当金 △ 1,039 △ 917 △ 1,143

   投資その他の資産合計 169,308 533,665 172,996

   固定資産合計 1,852,811 54.3 2,263,280 59.0 1,905,770 58.2

   資産合計 3,413,095 100.0 3,836,530 100.0 3,273,942 100.0



 

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １. 支払手形 ※４ 469,562 498,779 418,321

 ２. 買掛金 151,509 140,865 113,219

 ３. 短期借入金 ※２ 400,000 350,000 300,000

 ４. 一年以内返済予定長期借入金 ※２ 60,384 310,249 168,674

 ５. 一年以内償還予定社債 45,000 20,000 20,000

 ６. 未払金 65,839 76,045 75,527

 ７. 未払法人税等 36,308 45,828 7,025

 ８. 未払消費税等 ※５ 10,383 － 5,979

 ９. 賞与引当金 19,342 24,008 24,505

 10. 設備関係支払手形 ※４ 29,007 41,746 18,923

 11. その他 27,358 31,566 25,051

   流動負債合計 1,314,696 38.5 1,539,089 40.1 1,177,227 36.0

Ⅱ 固定負債

 １. 社債 20,000 － 10,000

 ２. 長期借入金 ※２ 71,926 261,722 108,454

 ３. 長期未払金 20,712 19,932 20,712

 ４. その他 1,137 27 582

   固定負債合計 113,775 3.4 281,681 7.4 139,748 4.2

   負債合計 1,428,471 41.9 1,820,771 47.5 1,316,975 40.2

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １. 資本金 714,270 20.9 729,645 19.0 729,645 22.3

 ２. 資本剰余金

  (1) 資本準備金 634,270 649,645 649,645

   資本剰余金合計 634,270 18.6 649,645 17.0 649,645 19.8

 ３. 利益剰余金

  (1) 利益準備金 2,200 2,200 2,200

  (2) その他利益剰余金

    別途積立金 302,593 302,593 302,593

    繰越利益剰余金 330,898 430,772 365,689

   利益剰余金合計 635,692 18.6 735,565 19.1 670,483 20.5

 ４. 自己株式 △ 61 △ 0.0 △ 99,383 △ 2.6 △ 93,130 △ 2.8

   株主資本合計 1,984,170 58.1 2,015,471 52.5 1,956,643 59.8

Ⅱ 評価・換算差額等

 １. その他有価証券評価差額金 452 0.0 288 0.0 323 0.0

   評価・換算差額等合計 452 0.0 288 0.0 323 0.0

   純資産合計 1,984,623 58.1 2,015,759 52.5 1,956,966 59.8

   負債純資産合計 3,413,095 100.0 3,836,530 100.0 3,273,942 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 1,559,882 100.0 1,699,509 100.0 3,065,205 100.0

Ⅱ 売上原価 1,065,602 68.3 1,168,339 68.7 2,125,748 69.4

   売上総利益 494,279 31.7 531,169 31.3 939,456 30.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 349,599 22.4 400,900 23.6 725,514 23.6

   営業利益 144,679 9.3 130,268 7.7 213,942 7.0

Ⅳ 営業外収益 ※１ 2,148 0.1 2,395 0.1 4,967 0.1

Ⅴ 営業外費用 ※２ 30,916 2.0 10,513 0.6 40,888 1.3

   経常利益 115,911 7.4 122,150 7.2 178,020 5.8

Ⅵ 特別損失
※３
※４

－ － 9,594 0.6 10,503 0.3

  税引前中間(当期)純利益 115,911 7.4 112,556 6.6 167,517 5.5

  法人税、住民税及び事業税 29,000 41,000 36,000

  法人税等調整額 18,683 47,683 3.0 6,473 47,473 2.8 28,498 64,498 2.1

  中間(当期)純利益 68,228 4.4 65,082 3.8 103,018 3.4



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

（単位：千円） 

 
  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本 

準備金

資本
剰余金 
合計

利益
準備金

その他利益剰余金 利益
剰余金 
合計別途

積立金
繰越利益 
剰余金

平成18年３月31日残高 352,350 272,350 272,350 2,200 302,593 262,670 567,464 － 1,192,164

中間会計期間中の変動額

 新株の発行 361,920 361,920 361,920 － － － － － 723,840

 中間純利益 － － － － － 68,228 68,228 － 68,228

 自己株式の取得 － － － － － － － △  61 △  61

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

－ － － － － － － － －

中間会計期間中の変動額合計 361,920 361,920 361,920 － － 68,228 68,228 △  61 792,006

平成18年９月30日残高 714,270 634,270 634,270 2,200 302,593 330,898 635,692 △  61 1,984,170

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高 892 892 1,193,057

中間会計期間中の変動額

 新株の発行 － － 723,840

 中間純利益 － － 68,228

 自己株式の取得 － － △   61

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△  440 △  440 △  440

中間会計期間中の変動額合計 △  440 △  440 791,566

平成18年９月30日残高 452 452 1,984,623



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

（単位：千円） 

 
  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本 

準備金

資本
剰余金 
合計

利益
準備金

その他利益剰余金 利益
剰余金 
合計別途

積立金
繰越利益 
剰余金

平成19年３月31日残高 729,645 649,645 649,645 2,200 302,593 365,689 670,483 △93,130 1,956,643

中間会計期間中の変動額

 中間純利益 － － － － － 65,082 65,082 － 65,082

 自己株式の取得 － － － － － － － △ 6,253 △ 6,253

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

－ － － － － － － － －

中間会計期間中の変動額合計 － － － － － 65,082 65,082 △ 6,253 58,828

平成19年９月30日残高 729,645 649,645 649,645 2,200 302,593 430,772 735,565 △99,383 2,015,471

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高 323 323 1,956,966

中間会計期間中の変動額

 中間純利益 － － 65,082

 自己株式の取得 － － △ 6,253

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△ 35 △ 35 △ 35

中間会計期間中の変動額合計 △ 35 △ 35 58,793

平成19年９月30日残高 288 288 2,015,759



前事業年度の株主資本等変動計算書(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

（単位：千円）    

 
  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本 

準備金

資本
剰余金 
合計

利益
準備金

その他利益剰余金 利益
剰余金 
合計別途

積立金
繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高 352,350 272,350 272,350 2,200 302,593 262,670 567,464 － 1,192,164

事業年度中の変動額

 新株の発行 377,295 377,295 377,295 － － － － － 754,590

 当期純利益 － － － － － 103,018 103,018 － 103,018

 自己株式の取得 － － － － － － － △93,130 △ 93,130

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

－ － － － － － － － －

事業年度中の変動額合計 377,295 377,295 377,295 － － 103,018 103,018 △93,130 764,478

平成19年３月31日残高 729,645 649,645 649,645 2,200 302,593 365,689 670,483 △93,130 1,956,643

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高 892 892 1,193,057

事業年度中の変動額

 新株の発行 － － 754,590

 当期純利益 － － 103,018

 自己株式の取得 － － △  93,130

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

△     569 △     569 △     569

事業年度中の変動額合計 △     569 △     569 763,909

平成19年３月31日残高 323 323 1,956,966



④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  当中間会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、当中間会計期間に係る中間キャッシュ・フロー

計算書につきましては作成しておりません。 

  

 

前中間会計期間

(自  平成18年４月１日
至  平成18年９月30日)

前事業年度の要約
キャッシュ・フロー 

計算書
(自  平成18年４月１日
至  平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー  

 １. 税引前中間(当期)純利益 115,911 167,517

 ２. 減価償却費 54,710 118,147

 ３. 株式交付費 5,507 5,556

 ４. 貸倒引当金の減少額 △     160 △     185

 ５. 賞与引当金の増加額 33 5,195

 ６. 受取利息及び受取配当金 △      41 △      99

 ７. 支払利息 4,970 9,179

 ８. 固定資産売却損 － 993

 ９. 売上債権の増減額（増加額△） △  30,366 100,514

 10. たな卸資産の増加額 △  42,647 △  11,962

 11. 仕入債務の減少額 △  33,490 △ 123,021

 12. その他 △  31,656 △  30,647

    小計 42,772 241,189

 13. 利息及び配当金の受取額 41 95

 14. 利息の支払額 △   4,828 △   8,403

 15. 法人税等の支払額 △ 106,777 △ 186,636

   営業活動によるキャッシュ・フロー △  68,792 46,244

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 １. 定期預金の預入による支出 △   2,000 △   4,400

 ２. 定期預金の払戻による収入 4,800 4,800

  ３. 短期貸付金の貸付による支出 － △   4,248

 ４. 有形固定資産の取得による支出 △ 192,811 △ 303,120

 ５. 有形固定資産の売却による収入 79,745 79,797

 ６. 無形固定資産の取得による支出 △     162 △   2,878

 ７. 子会社への出資による支出 － △   6,385

 ８. 差入保証金の支払による支出 △  10,435 △  20,582

 ９. その他 53 455

   投資活動によるキャッシュ・フロー △ 120,811 △ 256,562



 
  

前中間会計期間

(自  平成18年４月１日
至  平成18年９月30日)

前事業年度の要約
キャッシュ・フロー

計算書
(自 平成18年４月１日
至  平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 １. 短期借入れによる収入 － 100,000

 ２. 短期借入金の返済による支出 △ 100,000 △ 300,000

 ３. 長期借入れによる収入 50,000 250,000

  ４. 長期借入金の返済による支出 △ 321,214 △ 376,396

 ５. 社債の償還による支出 △  45,000 △  80,000

  ６. 株式の発行による収入 723,840 754,590

 ７. 自己株式の取得による支出 － △  93,952

 ８. 株式交付費 － △   5,556

  ９. その他 △   5,569 －

   財務活動によるキャッシュ・フロー 302,056 248,684

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 51 87

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 112,504 38,453

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 332,091 332,091

 Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 ※ 444,595 370,544



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１．資産の評価基準 

及び評価方法

(1) 有価証券

  その他有価証券

   時価のあるもの

   中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部純

資産直入法により処

理し、売却原価は移

動平均法により算

定)

(1) 有価証券

    子会社株式

      移動平均法による原

価法

    その他有価証券

   時価のあるもの

   中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部純

資産直入法により処

理し、売却原価は移

動平均法により算

定)

(1) 有価証券

    子会社株式

同      左

  

    その他有価証券

   時価のあるもの

   決算日の市場価格等

に基づく時価法(評

価差額は全部純資産

直入法により処理

し、売却価格は移動

平均法により算定)

(2) デリバティブ 

  時価法

(2) デリバティブ

同      左

(2) デリバティブ

同      左

(3) たな卸資産

  商品・製品・原材料・

仕掛品

   移動平均法による原

価法

(3) たな卸資産

  商品・製品・原材料・

仕掛品

同      左

(3) たな卸資産

  商品・製品・原材料・

仕掛品

同      左

  貯蔵品 

   最終仕入原価法

  貯蔵品

同      左

  貯蔵品

同      左

２. 固定資産の減価償

却の方法

 

(1) 有形固定資産

  定率法

   ただし、平成10年４

月１日以降に取得し

た建物(建物附属設

備を除く。)につい

ては、定額法を採用

しております。な

お、主な耐用年数は

以下のとおりであり

ます。

建物 10～39年

機械及び 
装置

２～８年

 

(1) 有形固定資産

同      左

  

（会計方針の変更） 

 法人税法の改正((所得税

法等の一部を改正する法律 

平成19年３月30日 法律第

６号)及び(法人税法施行令

の一部を改正する政令 平

成19年３月30日 政令第83

号))に伴い、当中間会計期

間より、平成19年４月１日

以降に取得したもの(金型

を除く。)については、改

正後の法人税法に基づく方

法に変更しております。 

 この変更に伴う売上総利

益、営業利益、経常利益、

税引前中間純利益及び中間

純利益に与える影響は軽微

であります。 

 

(1) 有形固定資産

同      左

   



項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

   

（追加情報） 

 当中間会計期間より、平

成19年３月31日以前に取得

したものについては、償却

可能限度額まで償却が終了

した翌年から５年間で均等

償却する方法によっており

ます。 

 この変更に伴う売上総利

益、営業利益、経常利益、

税引前中間純利益及び中間

純利益に与える影響は軽微

であります。

(2) 無形固定資産

  定額法

   なお、自社利用のソ

フトウェアについて

は社内における利用

可能期間(５年)に基

づく定額法を採用し

ております。

(2) 無形固定資産

同     左

   

   

   

   

   

   

(2) 無形固定資産

同     左

   

   

   

   

   

   

(3) 長期前払費用 

  均等償却

(3) 長期前払費用

同     左

(3) 長期前払費用

同     左

３. 繰延資産の処理方

法

新株発行費 

 支払時全額費用処理

株式交付費 

 支払時全額費用処理

株式交付費 

同     左

４. 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金
  債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般
債権については貸倒実
績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権につ
いては個別に回収可能
性を勘案し、回収不能
見込額を計上しており
ます。

(1) 貸倒引当金
同     左

(1) 貸倒引当金
同     左

(2) 賞与引当金
  従業員賞与の支給に充

てるため、支給見込額
に基づき計上しており
ます。

(2) 賞与引当金
同     左

(2) 賞与引当金
同     左

５. リース取引の処理
方法

リース物件の所有権が借主
に移転すると認められるも
の以外のファイナンス・リ
ース取引については、通常
の賃貸借取引に係る方法に
準じた会計処理によってお
ります。

同     左 同     左

６. ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法
  金利スワップについて

は、特例処理の要件を
満たしておりますの
で、特例処理を採用し
ております。

(1) ヘッジ会計の方法
同     左

(1) ヘッジ会計の方法
同     左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対
象

  ヘッジ手段
   ：金利スワップ
  ヘッジ対象
   ：借入金

(2) ヘッジ手段とヘッジ対
象

同     左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対
象

同     左



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(3) ヘッジ方針
  ヘッジ取引は、資金調

達における金利の急激
な変動が損益に与える
影響を軽減化すること
を目的に行うことを基
本方針としておりま
す。

(4) ヘッジ有効性評価の方
法

  特例処理によっている
金利スワップについて
は、有効性の評価を省
略しております。

(3) ヘッジ方針
同      左

(4) ヘッジ有効性評価の方
法

同     左

(3) ヘッジ方針
同      左

(4) ヘッジ有効性評価の方
法

同     左

７. 中間キャッシュ・
フロー計算書(キ
ャッシュ・フロー
計算書)における
資金の範囲

中間キャッシュ・フロー計
算書における資金（現金及
び現金同等物）は、手許現
金、随時引き出し可能な預
金及び容易に換金可能であ
り、かつ、価値の変動につ
いて僅少なリスクしか負わ
ない取得日から３ヶ月以内
に償還期限の到来する短期
投資からなっております。

――― キャッシュ・フロー計算書
における資金(現金及び現
金同等物)は、手許現金、
随時引き出し可能な預金及
び容易に換金可能であり、
かつ、価値の変動について
僅少なリスクしか負わない
取得日から３ヵ月以内に償
還期限の到来する短期投資
からなっております。

８. その他中間財務諸
表(財務諸表)作成
のための基本とな
る重要な事項

消費税等の会計処理
 消費税及び地方消費税の
会計処理は、税抜方式に
よっております。

消費税等の会計処理
同     左

消費税等の会計処理
同     左



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準）

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号）

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は、1,984,623千円

であります。 

 中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間財

務諸表は、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。

――― (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準）

 当事業年度から「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準委員会 平成17年12月

９日 企業会計基準第５号)及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」(企業会

計基準委員会 平成17年12月９日 企

業会計基準適用指針第８号)を適用

しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は、1,956,966千円

であります。 

 財務諸表等規則の改正により、当

事業年度における財務諸表は、改正

後の財務諸表等規則により作成して

おります。

――― ―――

 

(自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準等の一部改正）

 当事業年度から、改正後の「自己

株式及び準備金の額の減少等に関す

る会計基準」(企業会計基準委員会

最終改正平成18年８月11日 企業会

計基準第１号)及び「自己株式及び

準備金の額の減少等に関する会計基

準の適用指針」(企業会計基準委員

会 最終改正平成18年８月11日 企業

会計基準適用指針第２号)を適用し

ております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 財務諸表等規則の改正により、当

事業年度における財務諸表は、改正

後の財務諸表等規則により作成して

おります。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

415,742千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

525,727千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

473,671千円

※２ 担保資産

 (1) 担保提供資産

建物 377,590千円

土地 910,853千円

計 1,288,443千円

※２ 担保資産

 (1) 担保提供資産

建物 364,883千円

土地 910,853千円

計 1,275,736千円

※２ 担保資産

 (1) 担保提供資産

建物 371,164千円

土地 910,853千円

計 1,282,017千円

 (2) 担保提供資産に対する債務

短期借入金 200,000千円

１年以内返済 
予定長期借入金

35,384千円

長期借入金 46,926千円

計 282,310千円

 (2) 担保提供資産に対する債務

短期借入金 150,000千円

１年以内返済
予定長期借入金

143,635千円

長期借入金 186,637千円

計 480,272千円

 (2) 担保提供資産に対する債務

短期借入金 300,000千円

１年以内返済 
予定長期借入金

35,384千円

長期借入金 29,234千円

計 364,618千円

 ３ 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行５行

と当座貸越契約及び貸出コミ

ットメント契約を締結してお

ります。これらの契約に基づ

く当中間会計期間末の借入未

実行残高は次のとおりであり

ます。

当座貸越極度
額及び貸出コ
ミットメント
の総額

1,000,000千円

借入実行残高 400,000千円

差引額 600,000千円

 ３ 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行６行

と当座貸越契約及び貸出コミ

ットメント契約を締結してお

ります。これらの契約に基づ

く当中間会計期間末の借入未

実行残高は次のとおりであり

ます。

当座貸越極度
額及び貸出コ
ミットメント
の総額

1,000,000千円

借入実行残高 350,000千円

差引額 650,000千円

 ３ 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行５行

と当座貸越契約及び貸出コミ

ットメント契約を締結してお

ります。これらの契約に基づ

く当事業年度末の借入未実行

残高は次のとおりでありま

す。

当座貸越極度
額及び貸出コ
ミットメント
の総額

1,000,000千円

借入実行残高 300,000千円

差引額 700,000千円

 

※４ 中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交

換日をもって決済処理してお

ります。なお、当中間会計期

間の末日は金融機関の休日で

あったため、次の満期手形が

中間会計期間末日残高に含ま

れております。

受取手形 10,246千円

支払手形 124,237千円

※４ 中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交

換日をもって決済処理してお

ります。なお、当中間会計期

間の末日は金融機関の休日で

あったため、次の満期手形が

中間会計期間末日残高に含ま

れております。

受取手形 1,753千円

支払手形 96,711千円

設備関係
支払手形

4,118千円

※４ 期末日満期手形の会計処理に

ついては、手形交換日をもっ

て決済処理しております。な

お、当事業年度末日が金融機

関の休日であったため、次の

満期手形が、期末残高に含ま

れております。 

 

受取手形 15,506千円

支払手形 111,126千円

設備関係
支払手形

4,010千円

※５ 消費税等の取扱い

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺の上、流動負債の

「未払消費税等」として表示

しております。

※５ 消費税等の取扱い

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺の上、流動資産の

「その他」として表示してお

ります。

   

―――



(中間損益計算書関係) 

  

 

(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※１ 営業外収益のうち主要なもの

受取利息 14千円

受取配当金 27千円

受取手数料 138千円

破損損害金 119千円
 

※１ 営業外収益のうち主要なもの

受取利息 103千円

受取配当金 20千円

受取手数料 181千円

法人税還付加算金 1,073千円
 

※１ 営業外収益のうち主要なもの

受取利息 52千円

受取配当金 47千円

受取手数料 260千円

保険解約益 2,015千円

 

※２ 営業外費用のうち主要なもの

支払利息 4,362千円

社債利息 607千円

株式交付費 5,507千円

株式公開費用 20,366千円

 

※２ 営業外費用のうち主要なもの

支払利息 5,130千円

社債利息 224千円

たな卸資産
廃棄損

1,774千円

子会社開業
準備費用

3,200千円
 

※２ 営業外費用のうち主要なもの

支払利息 8,209千円

社債利息 970千円

株式交付費 5,556千円

株式公開費用 20,216千円

子会社設立費用 4,769千円

―――

 

※３ 特別損失のうち主要なもの

減損損失 981千円

機械及び装置
除却損

282千円

機械及び装置
売却損

8,330千円
 

※３ 特別損失のうち主要なもの

機械及び装置 
売却損

993千円

たな卸資産廃棄損 9,510千円

――― ※４ 減損損失 

 当中間会計期間において、当

社は以下の資産グループについ

て減損損失を計上しました。

―――

 

用途 種類 場所 減損損失

遊休資

産
土地

三重県亀山市 

関町
204千円

遊休資

産
土地

和歌山県 

西牟婁郡白浜町
777千円

  当社は、継続的に損益の把握を

行っている管理会計の区分の資

産及び重要な遊休資産にグルー

プ化して減損の検討を行ってお

ります。その結果、遊休資産に

ついては、近年の地価が下落し

ているため、当該資産の帳簿価

額を回収可能価額まで減額し当

該減少額を減損損失981千円と

して特別損失に計上しておりま

す。その内訳は土地981千円で

あります。 

なお、上記資産の回収可能価額

は、正味売却価額を使用してお

り、資産の重要性を勘案し固定

資産税評価額を合理的に調整し

た価格により評価しておりま

す。

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 50,174千円

無形固定資産 4,536千円

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 52,767千円

無形固定資産 4,654千円

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 108,845千円

無形固定資産 9,301千円



  
前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

１. 発行済株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 有償一般募集増資による増加 252,000株 

 第三者割当増資による増加   60,000株 

  
２．自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加    29株 

  
３. 新株予約権等に関する事項 

 
(注) １．目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。 

２. 目的となる株式の数の変動事由の概要 

    平成17年ストックオプションとしての新株予約権の減少は、退職によるものであります。 

３. 平成17年ストックオプションとしての新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。 
  

４. 配当に関する事項 

      該当事項はありません。 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 1,400,000 312,000 － 1,712,000

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) － 29 － 29

会社名 内訳
目的となる 
株式の種類

目的となる株式の数（株） 当中間会計
期間末残高
（千円）

前事業
年度末

増加 減少
当中間 

会計期間末

提出会社

平成16年ストックオ
プションとしての新
株予約権

普通株式 90,000 － － 90,000 －

平成17年ストックオ
プションとしての新
株予約権

普通株式 43,500 － 4,000 39,500 －

合計 133,500 － 4,000 129,500 －



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 
  
 当中間会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、当中間会計期間における「中間株主資本等変動計算書関

係」については、自己株式に関する事項のみ記載しており、その他の事項については中間連結財務諸表における注記事

項として記載しております。 

  

自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 自己株式の取得による増加     6,000株 

  

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１. 発行済株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 

 
  

２．自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 
  

３. 新株予約権等に関する事項 

 
(注) １．目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。 

２. 目的となる株式の数の変動事由の概要 

  平成16年ストックオプションとしての新株予約権の減少は、権利行使によるものであります。 

  平成17年ストックオプションとしての新株予約権の減少は、退職によるものであります。 

３. 平成17年ストックオプションとしての新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。 
  

４. 配当に関する事項 

該当事項はありません。 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 80,029 6,000 － 86,029

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 1,400,000 353,000 － 1,753,000

有償一般募集増資による増加 252,000株

第三者割当増資による増加 60,000株

新株予約権の行使による増加 41,000株

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) － 80,029 － 80,029

単元未満株式の買取りによる増加 29株

自己株式の取得による増加 80,000株

会社名 内訳
目的となる 
株式の種類

目的となる株式の数（株） 当事業 
年度末残高
(千円)

前事業
年度末

増加 減少
当事業 
年度末

提出会社

平成16年ストックオ
プションとしての新
株予約権

普通株式 90,000 － 41,000 49,000 －

平成17年ストックオ
プションとしての新
株予約権

普通株式 43,500 － 4,000 39,500 －

合計 133,500 － 45,000 88,500 －



(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

 当中間会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、当中間会計期間に係る中間キャッシュ・フロー

計算書につきましては作成しておりません。 

  
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照 

   表に掲記されている科目の金額との関係

(平成18年９月30日現在)

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記 

   されている科目の金額との関係

(平成19年３月31日現在)

 

 現金及び預金勘定 445,795千円

 預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △1,200千円

 現金及び現金同等物 444,595千円
 

現金及び預金勘定 374,144千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △3,600千円

現金及び現金同等物 370,544千円



次へ 

(リース取引関係) 

  
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び期末残高相

当額

取得価額 
相当額 

 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

減損損失 
累計額 
相当額 
(千円)

中間期末
残高 

相当額 
(千円)

建物 36,724 8,572 － 28,152

機械及び 
装置

507,429 160,913 － 346,515

工具器具 
及び備品 
(有形固定 
資産「その 
他」)

4,400 2,346 － 2,053

ソフトウェ
ア(無形固 
定資産)

4,000 2,080 － 1,920

合計 552,554 173,913 － 378,640

取得価額
相当額 

 
(千円)

減価償却
累計額 
相当額 
(千円)

減損損失
累計額 
相当額 
(千円)

中間期末
残高 

相当額 
(千円)

建物 15,000 7,222 － 7,777

機械及び 
装置

404,526 173,821 － 230,705

工具器具 
及び備品 
(有形固定 
資産「その 
他」)

4,400 3,226 － 1,173

ソフトウェ
ア(無形固 
定資産)

4,000 3,040 － 960

合計 427,926 187,310 － 240,616

取得価額
相当額 

 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

減損損失 
累計額 
相当額 
(千円)

期末残高
相当額 

 
(千円)

建物 15,000 6,388 － 8,611

機械及び 
装置

362,691 137,923 － 224,767

工具器具 
及び備品 
(有形固定 
資産「その 
他」)

4,400 2,786 － 1,613

ソフトウェ
ア(無形固 
定資産)

4,000 2,560 － 1,440

合計 386,091 149,659 － 236,432

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額及びリース資産減損勘定の

残高

 未経過リース料中間期末残高相当額

１年以内 132,119千円

１年超 251,849千円

合計 383,969千円

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額及びリース資産減損勘定の

残高

 未経過リース料中間期末残高相当額

１年以内 87,962千円

１年超 157,878千円

合計 245,840千円

(2) 未経過リース料期末残高相当額

及びリース資産減損勘定の残高 

 

未経過リース料期末残高相当額

１年以内 70,425千円

１年超 171,061千円

合計 241,486千円

リース資産減損勘定の残高 － リース資産減損勘定の残高 － リース資産減損勘定の残高 －

(3) 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失

支払リース料 51,010千円

リース資産減損 
勘定の取崩額

－

減価償却費相当額 46,944千円

支払利息相当額 4,955千円

減損損失 －

(3) 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失

支払リース料 41,154千円

リース資産減損
勘定の取崩額

－

減価償却費相当額 38,109千円

支払利息相当額 3,198千円

減損損失 －

(3) 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失

支払リース料 142,577千円

リース資産減損 
勘定の取崩額

－

減価償却費相当額 90,631千円

支払利息相当額 8,735千円

減損損失 －

(4) 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同     左

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同     左

(5) 利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては利息法によっておりま

す。

(5) 利息相当額の算定方法

同     左

(5) 利息相当額の算定方法

同     左



(有価証券関係) 

※当中間会計期間に係る「有価証券関係」(子会社及び関連会社株式で時価のあるものは除く。)については、中

間連結財務諸表における注記事項として記載しております。 

  

前中間会計期間末(平成18年９月30日) 

１．売買目的有価証券 

該当事項はありません。 

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

３．その他有価証券で時価のあるもの 

 
(注) 表中の「取得原価」は、減損処理後の帳簿価額であります。なお、当中間会計期間において51千円の減損処理

を行っております。 

  

当中間会計期間末(平成19年９月30日) 

  子会社及び関連会社株式で時価のあるもの 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

前事業年度末(平成19年３月31日) 

１．売買目的有価証券 

該当事項はありません。 

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

３．子会社及び関連会社株式で時価のあるもの 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

４．その他有価証券で時価のあるもの 

 
(注) 表中の「取得原価」は、減損処理後の帳簿価額であります。なお、当事業年度において63千円の減損処理を行

っております。 

  

区分
取得原価
(千円)

中間貸借対照表計上額
(千円)

差額 
(千円)

株式 1,373 2,137 763

区分
取得原価
(千円)

貸借対照表計上額
(千円)

差額 
(千円)

株式 1,361 1,907 545



(デリバティブ取引関係) 

※当中間会計期間における「デリバティブ取引関係」については、中間連結財務諸表における注記事項として記

載しております。 

  

前中間会計期間末(平成18年９月30日) 

該当事項はありません。 

当社は金利スワップを利用しておりますが、特例処理を適用しているため開示の対象から除いております。 

  

前事業年度末(平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

当社は金利スワップを利用しておりますが、特例処理を適用しているため開示の対象から除いております。 

  

(ストック・オプション等関係) 

※当中間会計期間における「ストック・オプション等関係」については、中間連結財務諸表における注記事項と

して記載しております。 

  

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1) ストック・オプションの内容 

 
  

会社名  提出会社

決議年月日  平成16年２月25日

付与対象者の区分及び人数（名）  取締役２、従業員８

株式の種類及び付与数（株）  普通株式 90,000

付与日  平成16年３月31日

権利確定条件

 新株予約権の行使の条件につきましては、平成16年２月９日開催の取
締役会及び平成16年２月25日開催の臨時株主総会特別決議に基づき、提
出会社と対象取締役及び従業員との間で締結した「新株予約権割当契
約」に定められております。

対象勤務期間 ─

権利行使期間
 平成18年２月26日
 ～平成26年２月25日

会社名  提出会社

決議年月日  平成17年６月30日

付与対象者の区分及び人数（名）  取締役２、従業員14

株式の種類及び付与数（株）  普通株式 43,500

付与日  平成17年６月24日

権利確定条件

 新株予約権の行使の条件につきましては、平成17年５月25日開催の取
締役会及び平成17年６月24日開催の臨時株主総会特別決議に基づき、提
出会社と対象取締役及び従業員との間で締結した「新株予約権割当契
約」に定められております。

対象勤務期間 ─

権利行使期間
 平成19年６月25日
 ～平成27年６月24日



(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況 

① ストック・オプションの数 

 
  

② 単価情報 

 
  

(持分法損益等) 

※当中間会計期間における「持分法損益等」については、中間連結財務諸表を作成しているため、記載しており

ません。 

  

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

当社は関連会社がないため、該当事項はありません。 

  

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

当社は関連会社がないため、該当事項はありません。 

  

(企業結合等関係) 

該当事項はありません。 

  

会社名 提出会社 提出会社

決議年月日 平成16年２月25日 平成17年６月24日

権利確定前

 期首（株） ― 43,500

 付与（株） ― ―

 失効（株） ― 4,000

 権利確定（株） ― ―

 未確定残（株） ― 39,500

権利確定後

 期首（株） 90,000 ―

 権利確定（株） ― ―

 権利行使（株） 41,000 ―

 失効（株） ― ―

 未行使残（株） 49,000 ―

会社名 提出会社 提出会社

決議年月日 平成16年２月25日 平成17年６月24日

権利行使価格（円） 750 1,000

行使時平均株価（円） 1,595 ─

付与日における公正な評価単価（円） ― ―



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１．１株当たり純資産額 

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 1,159円26銭 １株当たり純資産額 1,209円24銭 １株当たり純資産額 1,169円76銭

１株当たり中間純利益 43円53銭 １株当たり中間純利益 39円04銭 １株当たり当期純利益 62円55銭

潜在株式調整後１株当
たり中間純利益

41円42銭
潜在株式調整後１株当
たり中間純利益

38円54銭
潜在株式調整後１株当
たり当期純利益

60円62銭

当社は、平成17年10月１日付で株式

１株につき10株の分割を行っており

ます。 

前期首に当該株式分割が行われたと

仮定した場合における前中間会計期

間の(１株当たり情報)の各数値は以

下のとおりであります。

 

１株当たり純資産額 762円43銭

１株当たり中間純利益 65円70銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、新株予約権の

残高がありますが、当社株式は非上

場であったため、期中平均株価が把

握出来ませんので記載しておりませ

ん。

  

項目
前中間会計期間末

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度末
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

中間貸借対照表の純資
産の部の合計額

(千円) 1,984,623 2,015,759 1,956,966

普通株式に係る純資産
額

(千円) 1,984,623 2,015,759 1,956,966

差額の主な内訳  (千円) － － －

普通株式の 
発行済株式数

(株) 1,712,000 1,753,000 1,753,000

普通株式の 
自己株式数

(株) 29 86,029 80,029

１株当たり純資産額の
算定に用いられた普通
株式の数

(株) 1,711,971 1,666,971 1,672,971



２. １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益 

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

中間(当期)純利益 (千円) 68,228 65,082 103,018

普通株主に帰属しない 
金額

(千円) － － －

普通株式に係る 
中間(当期)純利益

(千円) 68,228 65,082 103,018

普通株式の 
期中平均株式数

(株) 1,567,475 1,667,172 1,655,367

中間(当期)純利益調整
額

(千円) － － －

潜在株式調整後１株当
たり中間（当期）純利
益の算定に用いられた
普通株式増加数の主要
な内訳 
  新株予約権

(株) 79,686 21,555 52,434

普通株式増加数  (株) 79,686 21,555 52,434

希薄化効果を有しないため、
潜在株式調整後１株当たり中
間（当期）純利益の算定に含
まれなかった潜在株式の概要

－ － －



(重要な後発事象) 

  

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

新株予約権の行使による増資 

当社は、平成18年10月23日に第二回新株予約権（平成16年２月25日開催の定時株主総会及び同日開催の取締役会決

議分）に係る、新株予約権の一部について行使を受けました。 

当該新株予約権の権利行使の概要は、下記のとおりであります。 

 
これにより、平成18年10月23日現在の発行済株式総数は1,744,000株、資本金は726,270千円、資本準備金は

646,270千円となりました。 

  

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

前事業年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

当社は、平成19年４月25日開催の取締役会において、下記のとおり子会社である株式会社アテクトコリアに対し

て、出資を行う旨の決議をし、平成19年５月３日に実施しております。 

当該出資の内容は、下記のとおりであります。 

(1) 増加した株式の種類及び数 普通株式   32,000株

(2) 増加した資本金 12,000千円

(3) 増加した資本準備金 12,000千円

  商号 株式会社アテクトコリア

  所在地 京畿道 平澤市

  設立年月日 平成18年10月30日

  主な事業内容 スペーサーテープ加工販売事業等

  事業年度の末日 ３月末日

  主な事業所 韓国ソウル特別市江南区

    今回出資額 379,892千円（2,920百万KRW）

    出資日 ５月３日

    増資後資本の額 386,277千円（2,970百万KRW）

    発行済株式数 584,000株（100KRW=13.0円）

    増資後発行済株式数 594,000株（100KRW=13.0円）

  所有割合 100％



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第38期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)  

平成19年６月27日近畿財務局長に提出。 

  

(2) 有価証券報告書の訂正報告書 

訂正報告書（上記(1) 有価証券報告書の訂正報告書）を平成19年７月26日近畿財務局長に提出。 

  

(3) 自己株券買付状況報告書 

平成19年４月13日、平成19年５月15日近畿財務局長に提出。  

  

  

該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成19年12月20日

株式会社アテクト 

取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社アテクトの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間連

結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸

借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書に

ついて中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、株式会社アテクト及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

  

以 上 

  

 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士    中 尾 正 孝  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士    宮 林 利 朗  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。

 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月１日

株 式 会 社 ア テ ク ト 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社アテクトの

平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第３８期事業年度の中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３

０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フ

ロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社アテクトの平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年

９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 西 野 吉 隆 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 片 岡 茂 彦 

      



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成19年12月20日

株式会社アテクト 

取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社アテクトの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第39期事業年度の中間

会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、

中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社アテクトの平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計

期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

  

以 上 

  

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士    中 尾 正 孝  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士    宮 林 利 朗  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。
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